変更申請、変更届、廃止・休止・再開届（障害児通所支援事業）

★変更届出別手続き一覧表

	変更事項
	事前協議
	提出期限
	提出方法

	事業所の所在地を変更（移転）
	必要
	事前協議を経たうえで、

前月15日までに届出
	来庁

	設備概要・建物の構造の変更
	
	
	

	単位数の追加（児発・放デイ）
	
	
	

	主たる対象者の変更
	不要
	変更日から10日以内
	郵送又は

来庁

	管理者・従業員の変更
	不要
	変更から10日以内
	郵送又は
来庁

	加算に関する変更　※
	増額
	不要
	算定しようとする月の前月15日までに届出　⇒　翌月１日から算定
	全て

来庁

	
	減額
	不要
	変更後速やかに届出
	全て

来庁

	上記以外の変更事項
	不要
	変更日から10日以内
	郵送


★変更申請による届出

	変更事項
	事前協議
	提出期限
	提出方法

	利用定員の増加
	必要
	事前協議を経たうえで、

前月10日までに届出
	来　庁


　　定員を増加しようとする場合は、指定の変更に係る申請が必要です。
定員が減少する場合は、変更届となります。
※　加算（増額）に関する変更について

算定しようとする月の前月15日までに届出すると、翌月１日から算定が可能となります。

（算定しようとする月の前月16日以降は、翌々月１日からの算定となりますので注意してください。）

【注意】　・　現在、事業中の事業所で、法人を変更して（別法人）事業を継続する場合は、変更届では
なく新規申請の扱いとなり、新法人は事前協議からの手続きが必要となります。
また、事業中の法人は、廃止する日の1ヶ月前までに廃止届を提出する必要があります。

・　2種類以上の届出があり、１つの事項が【来庁】となる場合は、すべて事前予約のうえ、
【来庁】して一括で届け出てください。

★変更事項によって提出書類や提出方法が異なりますので、必ず「Ⅱ　提出書類」を確認してください。


【事前予約・来庁先】　〒5７７-８５２１　東大阪市荒本北一丁目1番1号

東大阪市役所　８階　障害福祉事業者課
TEL：06-４３０９-３１８７
（受付時間：平日(祝日除く)の9時から12時、13時から１７時３０分です。）
★　来庁にて届出する場合は、必ず事前に電話等で日時の予約をしてください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①　変更届（加算関係を含む）すべてに共通して必要な書類
（1） 変更届出書（別紙様式第二号）
（2） 障害児通所支援事業等開始・変更届出書（様式９）

◆郵送の場合は下記の２点も必要です。

（３）１１０円切手を貼った定型封筒（受付票等を返送しますので、返送先を記入してください。）

（４）児童福祉法―変更届連絡票

②　変更事項別に必要な書類　（変更の事項により異なりますので、下記を参照してください。）

　　　　※資格の証明書等が旧姓の場合は、「同一人物の証明」を追加記入してください。
　　　　※従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表について、変更月の1日から4週間の勤務予定表として作成が必要です。（月の途中で変更する場合は、翌月分も作成してください）
　　　　※従業者の資格証について、既に提出済みの場合は省略可能です。
１　事業所に関する変更　
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	

	事業所の名称
	郵送
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 運営規程
3 業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	

	事業所のＴＥＬ・ＦＡＸ
	郵送
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	

	事業所の所在地
（移転）
	来庁
	◎
	①　指定に係る記載事項（付表）
②　運営規程
③　事業所の平面図
④　事業所内外の写真
⑤　居室面積・設備備品一覧表
⑥　案内図
⑦　土地・建物の賃貸契約書又は登記簿謄本
⑧　建築基準法による建築確認済証
⑨　防火対象物使用開始届
⑩　損害賠償発生時の対応を明示する書類
⑪　業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	※③について、写真の撮影方向記載。
※⑥について、最寄駅から事業所までを記載。
※⑪は東大阪市に業務管理体制の届け出をしている場合に必要。


	専用区画
	来庁
	◎
	1 事業所の平面図
2 事業所内外の写真
3 居室面積・設備備品一覧表
4 土地・建物の賃貸契約書又は登記簿謄本
5 建築基準法による建築確認済証
6 防火対象物使用開始届
	※①について変更前後が必要。写真の撮影方向記載。
※②について、変更箇所のみ撮影。
※④⑤⑥は増築の場合に必要。

	協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該医療機関との契約内容
	郵送
	
	1 付表
2 協力医療機関との契約の内容
3 事業所と協力医療機関の位置関係を示す地図
	※③は協力医療機関を変更する場合に必要。


🌷業務管理体制の整備に関する事項の届出について、東大阪市に業務管理体制の届出をしている場合
に必要。
２　申請者（法人等）に関する変更　　　　　
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	

	申請者（法人）の名称、所在地
	郵送
	―
	1 履歴事項全部証明書又は条例（発行後３ヵ月以内の原本）
2 事業所一覧表（同一法人が複数の事業所を運営している場合に必要）
3 業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	※③は東大阪市に業務管理体制の届け出をしている場合に必要（所在地の変更を除く）。

	申請者（法人）の主たる事務所のＴＥＬ・ＦＡＸ
	郵送
	―
	1 事業所一覧表（同一法人が複数の事業所を運営している場合に必要）
2 業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	

	代表者の氏名及び住所
	郵送
	―
	1 履歴事項全部証明書又は条例（発行後３ヵ月以内の原本）
2 事業所一覧表（同一法人が複数の事業所を運営している場合に必要）
3 児童福祉法第２１条の５の１５第３項の各号に該当しない誓約書
4 業務管理体制の整備に関する事項（届出事項の変更）
	※③は代表者が新たに就任する場合に必要。
※④は東大阪市に業務管理体制の届け出をしている場合省略可。


🌷同一法人で複数の事業所を運営している場合、１からの事業所の届出で事業所一覧表に記載した
事業所全体の届出とみなします。
🌷業務管理体制の整備に関する事項の届出について、東大阪市に業務管理体制の届出をしている場合
に必要。
３　運営規程に関する変更　　
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	

	職員の職種・員数・職務の内容
	―
	―
	①　従業員の資格を証する書類
※直近の届出以降に新たに配置された職員分
	※単独での届出は不要。他の変更届出時に併せて提出。

	営業日・営業時間
サービス提供日・サービス提供時間
	郵送
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 従業員の勤務体制及び勤務形態一覧表
3 組織体制図（兼務関係を明記）
4 資格を証する書類
※直近の届出以降に新たに配置された職員分

5 運営規程
	

	通常の事業の実施地域
利用者から徴収する費用
	郵送
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 運営規程
	


４　管理者・従業者に関する変更　　　　　　　　　　
　　下記の職種の方の「氏名」のみが変更する場合は、下記⓵と②のみ必要です。
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	

	管理者
	来庁
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 経歴書
3 組織体制図（兼務関係を明記）
4 児童福祉法第２１条の５の１５第３項の各号に該当しない誓約書
	※④新たに配置する場合に必要

	児童発達支援管理責任者
	来庁
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 経歴書
3 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
4 組織体制図（兼務関係を明記）
5 資格を証する書類
6 実務経験証明書
7 相談支援従事者研修修了証書の写し
8 児童発達支援管理責任者研修修了証書の写し
9 相談支援従事者研修等受講誓約書（未受講の場合）
	※児童発達支援管理責任者の死亡等、やむを得ない事由がある場合のみ、誓約書による配置が可能。

	ＯＪＴの短縮
　児童発達支援管理責任者実践研修受講までのＯＪＴを６か月に短縮する場合
※ＯＪＴ短縮者が実践研修の受講を完了した場合、または、異動・退職等により当該事業所でのＯＪＴを終了する場合には、変更届（様式３）の提出が必要（変更日は事実発生日）
	来庁
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 経歴書
3 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
4 組織体制図（兼務関係を明記）
5 資格を証する書類
6 実務経験証明書
7 相談支援従事者研修修了証書の写し

8 児童発達支援管理責任者研修修了証書の写し
9 大阪府サービス管理責任者等【実践研修】受講にかかる個別支援計画（原案）作成業務に関する届出書
	※②について、該当者の氏名の手前に「（ＯＪＴ）」と記載し、備考欄には「個別支援計画の原案作成」と記載
※⑥は基礎研修受講時点で、児童発達支援管理責任者になるために必要な実務経験年数に達しているものが必要。

	訪問支援員
	郵送
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 経歴書
3 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
4 組織体制図（兼務関係を明記）
5 資格を証する書類
6 実務経験証明書
	


５　単位数の追加・主たる対象者の変更　　　　　　　
　　単位数の追加とは下記の場合です。（※サービスの追加は新規申請となります。）
1 主たる事業所において既に指定を受けている事業を従たる事業所に新たに追加する場合
2 従たる事業所において既に指定を受けている事業を主たる事業所に新たに追加する場合
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	

	単位数を新たに追加
（児童発達支援・放課後等デイサービス）
	来庁
	必要
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
3 組織体制図（兼務関係を明記）
4 資格を証する書類
5 運営規程
6 変更前後の平面図
7 事業所内外の写真
8 居室面積・設備備品等一覧表
9 案内図
10 主たる対象者を特定する理由
11 土地・建物の賃貸契約書（写し）又は登記簿謄本
12 建築基準法による建築確認済証
13 防火対象物使用開始届（写し）
14 損害賠償発生時の対応を明示する書類
15 障害児通所給付費に係る体制等状況一覧
	※⑨について、既に主たる事業所で指定のある事業を、新たに開設する従たる事業所にて提供する場合に必要（主たる事業所との位置関係を明示
※⑩について、主たる対象者を特定する場合に必要
※⑪⑫⑬について、増改築して単位数又は事業を追加する場合に必要。
※⑮について、定員及び定員区分が変更される場合に必要

	主たる対象者
	下記参照
	―
	1 指定に係る記載事項（付表）
2 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
3 組織体制図（兼務関係を明記）
4 資格を証する書類
5 運営規程
6 主たる対象者を特定する理由
7 障害児通所給付費に係る体制等状況一覧
	※⑥について、主たる対象者を特定する場合に必要


🌷「主たる対象者の変更」の提出方法は下記のとおりです。
　・対象者が「重症心身障害児以外」⇒「主に重症心身障害児」に変更する場合（来庁）
　　提出書類：①～⑦
　・対象者が「主に重症心身障害児」⇒「重症心身障害児以外」に変更する場合（来庁）
　　提出書類：①～⑦
　・その他の対象者の変更（新たに対象者を特定する場合など）のみの場合　　（郵送）
　　提出書類：①・⑤・⑥
６　障害児通所給付費等の請求に関する事項の変更　【全て来庁による届出が必要です】
提出日について：（増額）算定しようとする前月15日までに届出すると、翌月１日から算定が可能。

（前月16日以降は翌々月１日からの算定となりますので注意してください。）

（減額）変更後速やかに届出してください。
　※必要書類一覧表　　　　　　　　
	①指定に係る記載事項 （付表）
	⑭延長支援加算に関する届出書

	②従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	⑮視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算に
関する届出書

	③組織体制図
	⑯栄養士配置加算に関する届出書

	 ④資格証の写し
	

	⑤実務経験証明書等（証明者の押印が必要）
	⑰送迎加算に関する届出書（重症心身障害児・医療的ケア児）

	⑥平面図・写真等
	

	⑦障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表
	⑱訪問支援員に関する届出書

	
	⑲共生型サービス体制強化加算（共生型サービス体制強化加算・共生型サービス医療的ケア児支援加算に関する届出書）に関する届出書

	⑧児童指導員等加配加算に関する届出書
	⑳人工内耳装用児支援加算に関する届出書

	⑨専門的支援体制加算に関する届出書
	

	⑩専門的支援実施加算に関する届出書
	

	⑪看護職員加配加算に関する届出書
	㉑入浴支援加算に関する届出書

	⑫福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	㉒食事提供加算届出書

	⑬強度行動障害児支援加算に関する届出書
	㉓個別サポート加算（Ⅰ）に関する届出書


※④⑤は、資格が必要な職員の職種により添付書類が異なります。

　　★加算別の提出書類について

　　　上記の「※必要書類一覧表」の番号を参照のうえ、届出に必要な書類を作成してください。

	変更する事項
	提出に必要な書類（上記のうち）

	児童指導員等加配加算
	１
	２
	３
	４
	５
	７
	８
	

	専門的支援体制加算
	１
	２
	3
	4
	5
	7
	９
	

	看護職員加配加算（重心）
	１
	２
	3
	4
	7
	11
	
	

	強度行動障害児支援加算
	１
	２
	3
	4
	7
	13
	
	

	栄養士配置加算
	１
	２
	3
	4
	7
	16
	
	

	福祉専門職員配置等加算
	１
	2
	3
	4
	7
	12
	
	

	専門的支援実施加算
	１
	2
	3
	4
	10
	
	
	

	送迎加算（重心・医ケア）
	１
	2
	3
	4
	7
	17
	
	

	延長支援加算
	１
	2
	3
	7
	14
	
	
	

	訪問支援員特別加算
多職種連携支援加算
ケアニーズ対応加算
	4
	5
	7
	18
	
	
	
	

	
	訪問支援員を変更する場合は、P5の書類も必要

	視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算
	2
	3
	4
	7
	15
	
	
	

	個別サポート加算（Ⅰ）
※放デイにおいて、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者を配置する場合のみ
	2
	3
	4
	7
	23
	
	
	

	食事提供加算　※センターのみ
	4
	7
	22
	
	
	
	
	

	入浴支援加算
	6
	7
	21
	
	
	
	
	

	人工内耳装用児支援加算
	2
	3
	4
	6
	7
	20
	
	

	共生型サービス体制強化加算（強化・医ケア）
	１
	2
	3
	4
	5
	7
	19
	


※変更の内容及び状況により、上記以外の書類の提出を求める場合があります。
　■　加算に関する変更の届出は、毎月11日～15日頃としています。あらかじめご了承ください。
また、希望の日時で予約できない場合がございますので、お早目に事前予約をお願い致します。

１．定員を増加する場合　　※事前協議が必要
　　申請方法：事前協議を経た上で、変更予定日の前月１０日までに「変更申請書（様式2）」
及び添付書類一式を提出していただく必要があります。
２．定員を減少する場合
　　申請方法：変更予定日の前月１５日までに「指定変更申請書（別紙様式第一号）」及び添付書類一式を
提出していただく必要があります。
３．提出書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	変更事項
	提出

方法
	事前
協議
	必要書類
	留意点

	定員の増加
≪変更申請≫
	来庁
	必要
	1 指定変更申請書（別紙様式第一号）
2 指定書の写し
3 障害児通所支援事業等開始・変更届出書（様式９）
4 指定に係る記載事項（付表）
5 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
6 組織体制図（兼務関係を明記）
7 資格を証する書類
8 運営規程
9 変更前後の平面図
10 事業所内外の写真
11 居室面積・設備備品等一覧表
12 案内図
13 主たる対象者を特定する理由
14 土地・建物の賃貸契約書（写し）又は登記簿謄本
15 建築基準法による建築確認済証
16 防火対象物使用開始届（写し）
17 損害賠償発生時の対応を明示する書類
18 障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表
	※既存の事業所の建物を増築して定員を増加する場合、左記⑭～⑰の添付が必要な場合があります。
※定員の増加により、児童発達支援管理責任者の配置が新たに必要になる場合は、当該変更に係る必要書類も添付して下さい。
※⑬について、主たる対象者を特定する場合に必要

	定員の減少
≪変更届≫
	来庁
	―
	1 変更届出書（別紙様式第二号）
2 障害児通所支援事業等開始・変更届出書（様式９）
3 指定に係る記載事項（付表）
4 従業員の勤務体制及び勤務形態一覧表
5 組織体制図（兼務関係を明記）
6 資格を証する書類
7 運営規程
8 障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表
	※④～⑥は勤務体制に変更がある場合に必要。



※日時を事前予約のうえ来庁し、書類を提出してください。

	届出の種類
	届出が必要な場合
	提出期限
	提出書類

	休止届


	職員の急な退職等によって、一時的に事業者とし

ての要件を満たさなくなった場合で、かつ事業継

続の意思を有する場合
	休止する日の

１か月前まで
	・休止届出書（様式４）

・指定書の写し

・利用者一覧表

・各利用者の引継状況等報告書

・事業再開（６か月以内）に向けての取り組み

状況を記載した書類
・障害児通所支援事業等廃止・休止届出書
（様式１０）

	再開届


	上記の休止届出書を

提出した事業者が、

事業を再開する場合
	事業を再開

したときから

10日以内
	・再開届出書（様式４）

・指定書の写し

・指定に係る記載事項（付表）

・従業者の勤務形態一覧表

・組織体制図

・従業者の資格証の写し

・運営規程

	廃止届
	事業を廃止する場合
	廃止する日の

１か月前まで
	・廃止届出書（様式第４号の２）

・指定書の原本
・利用者一覧表（参考様式1）

・各利用者の引継状況等報告書（参考様式２）
・障害児通所支援事業等廃止・休止届出書
（様式１０）



　障害児通所支援事業者の指定有効期間は、指定の日から6年間です。

有効期間が満了になる施設・事業者は、満了となる月の前々月末までに、下記の書類を郵送にて、提出してください。
（例：平成３１年4月1日指定の場合、令和７年3月31日が有効期間の満了日ですので、
　　　満了日以降も事業を継続する場合は、令和７年１月３１日までに書類の郵送が必要です。）　　　　　　　　　　　　　
	提出に必要な書類
	留意点

	・指定更新申請書（別紙様式第一号）
・付表

・児童福祉法第21条の5の15第３項各号の規定に

該当しない旨の誓約書

・障害児通所給付費算定に係る届出書兼体制等状況一覧表
・更新申請　連絡票

・返信用封筒　２種類
　　定形封筒１１０円切手貼付（連絡票送付用）

定形外封筒３５０円切手貼付（指定更新書送付用）

　※返送先（事業者名及び所在地）を表書きしてください。
・変更届出書…①
	※事前協議は不要。
※左記①について

　更新に伴い、「管理者・児童発達支援管理責任者・運営規程」などに変更が生じる場合は同時に変更届の提出が必要です。



Ⅰ　変更手続きについて





Ⅰ-２　提出書類





Ⅰ-３　定員の変更について

















Ⅱ　休止・再開・廃止の届出について





Ⅲ　更新申請書の提出について
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